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第１回環境影響評価審査会等における主な委員意見及びその対応方針案 
 

           ○：第１回審査会 ●：意見提出    追加意見提出（安藤委員、各委員には別葉で当日配布） 
 意見の概要 対   応   方   針   案 
１ 基本的事項について 

 
○他の自治体では時間をかけて検討しているようだが、１年ぐらいの

期間で基本構想の検討は可能なのか。（中島） 
 
○広島市独自の環境アセスメント制度を構築するためには、十分議論

する時間を確保する必要がある。（安藤） 
 
○まずは、制度の性格や対象から議論を始めるべきではないか。 
（大森） 
 
●基本的な考え方は賛成である。（於保） 
 
●この構想案骨子が広島市の基本的な考え方を示したものであると

すれば、コンサルタント会社の報告書に含めるのは、妥当ではない。

提案の責任を明示するためにも、調査業務報告書とは別に提案して

いただきたい。（安藤） 
 
 
 
 
 
 

 

 

○今年度は、制度の基本的なあり方をとりまとめ、基本構想として策定するこ

ととしてスケジュールを考えている。審議状況によっては、柔軟にスケジュ

ールの変更を考えていく。 

 
○制度の性格（目的）や対象範囲については、重要な検討事項であるので、第

２回審査会から十分な時間をかけて審議を行う。 

 
 
 
 
 
○「第 4章 構想案骨子」が広島市が策定しようとしている基本構想のたたき
台であり、「第１～３章」までは、説明資料となっている。ご指摘のとおり、

「第 4章 構想案骨子」を調査業務報告書とは別に、改めて審査会に提案さ
せていただきたい。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
  
○「総合環境アセスメント」という名称は、わかりにくいのではない

か。（関） 
 
●この制度の内容については基本的に賛成ですが、表題については幾

分違和感があります。具体的に言えば、「広島市総合環境アセスメ

ント制度」とありますが、実体は「広島市総合意思決定制度」で、

環境アセスメントはその一部にしか過ぎません。 他に社会・経済

アセスメントもあり、国、県、民間にこの制度を適用することはで

きません。すなわち、広島市単独の事業に対してのみ適用できます。

この制度の中で環境は主役でもないし、広島市単独事業のみが対象

では「総合環境アセスメント」とは呼べないように感じます。 
（吉國） 

 
●名称の「広島市総合環境アセスメント制度」は、実体の把握が難し

い表現である。「戦略的」も同様に、その名称から内容を把握する

ことが困難である。もう少し実体を表す表現を考える必要がある。

例えば「広島市環境計画アセスメント制度」、「広島市環境政策アセ

スメント制度」、「広島市環境管理アセスメント制度」などの表現の

方が実体を把握しやすいのではないか。 
（安藤） 

 
 
 

 
○本制度は、現行の環境アセスメント制度と比較して、以下の点で総合的であ

ることより、「総合環境アセスメント」という名称を採用した。 
①予測・評価の総合性：社会経済面（事業面）の影響を予測・評価の対象と

し、環境面での累積的・複合的影響の予測・評価を目指す。 
②意思決定過程での評価の総合性：意思決定過程で、環境面と社会経済面（事

業面）での評価を統合することを目指す。 
 
○環境アセスメント制度は、環境面での情報提供・意思形成の場であり、意思

決定の場とは位置付けられていません。 
 
○対象計画等については、後述しますが、本市事業のみが対象ではありません。 
 
○制度の名称については、今後、取りまとめていく基本構想の内容にふさわし

い名称となるよう、市民意見等を踏まえ最終的に結論をだすことにする。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１節 定義 
「事業計画等のより早期の段階において環境配慮の実現を…戦略的

環境アセスメント…など広範な概念を含むものである。」 
●この定義に以下の疑問があります。 
・ここでは「事業実施段階」と「事業計画段階」を明確に区別してい

ますが、制度上の手続きにおいて、明確に区別できるものですか。

公共事業と私企業の事業に分けて教えてください。 
・事業計画の環境配慮は、たとえそれが早期段階であっても、個別事

業を対象とする限り、第 5節の意見で述べるとおり、累積的環境影
響評価など SEA固有の「概念を含む」ことはないと考えます。 
（中島） 
 
●「事業計画等のより早期の段階において」を「事業計画の作成等の

より早期の段階において」としてはどうか。（安藤） 
 

 
○一般的に、事業を実施する場合、基本構想・基本計画（複数案の検討）、基

本設計、実施設計、工事設計、工事施行の順となります。 
  事業実施段階とは、基本設計段階をいい、事業アセスの手続きは、事業の

概略が決定する基本設計が終わった後、行われることになります。 
 
○ご指摘のとおり、個別事業の計画段階のアセスは、国際的に言われているＳ

ＥＡではありません。総合環境アセスメントの定義で示したとおり、本市が

目指しているものは、ＳＥＡあるいは計画段階における環境アセスメントな

ど広範な概念を含むこととしています。 
 
 
○ご指摘の趣旨を踏まえ、表現を検討します。 
 

３ 第２節 背景 
●広島市の過去のアセスメントの問題点を指摘する必要がある。広島

市がＳＥＡの必要性を感じるのは、国や他の事業体が始めたから検

討するのではなく、過去の取り組みの反省から生じたものであり、

その必要性は過去のアセスメントでたびたび指摘されて来たこと

である。このことについて全く触れられていないのは遺憾である。 
（安藤） 

 
●表現についても舌足らずの感があるので、全面改定をお願いした

い。（安藤） 
 

 
○ご指摘のとおりであり、SEA の必要性として、第一に事業アセスの限界が
あることは、広島市のみならず、全国の自治体で同様の認識であり、背景の

第１番目に記載している。次いで、３，４番目で国内外の検討状況を述べて

いる。 
 
 
 
○ご指摘の趣旨を踏まえて、内容を検討する。 

４ 第３節 目的 
●「計画等の採否にあたり事業費等の社会経済面の評価だけでなく」

の「事業費」は事柄を矮小化し過ぎている。「地域経済等」の表現

に変えるか、あるいは省略する。（安藤） 
 

 
○ご指摘のと趣旨を踏まえて、表現を検討する。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
５ 
 
 

第 4節 基本理念 

●この制度の基本理念は、記載されている３項目だけだろうか。上記

の目的を達成するために必要な理念も述べるべきである。また、３

項目についても内容の吟味が必要である。（安藤） 
 
●２ 計画等策定者… 
「成長段階から脱し…説明責任を果たすためには、…計画策定者の説

明責任を果たすことが…」←繰り返し。（中島） 
 
●３ 「市民と行政が対等な立場で計画等の決定…」←行政は市民に

奉仕する立場でありますから、「対等な立場」と位置づけてよいか

どうか疑問です。（中島） 
 
 

 

○各委員の皆様で、十分な議論をしていただきたい。 

 

 

 

○ご指摘のとおりであり、表現を改めます。 

 

 

 

○ご指摘の趣旨を踏まえて、「市民との良好なパートナーシップのもとに計画

等の決定」など表現を改めます。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
 

○本市においては、人と自然が共生し、環境への負荷が少なく、持続的発展が

可能な都市を目指すとともに、地球環境の保全に貢献していくために「広島

市環境の保全及び創造に関する基本条例」（平成 11 年 3 月）を制定し、また、

この条例に基づき「広島市環境基本計画」（平成 13 年 10 月）を策定し、こ

れらに基づいて、総合的・計画的に環境施策を進めている。 

広島市総合環境アセスメントは、事業計画等のより早期の段階において環

境配慮の実現を目指すものであり、この基本計画の中で、本市の環境施策を

総合的・計画的に進めるための主要な施策の一つとして位置付けられてい

る。 

○この広島市総合環境アセスメント基本構想は、長期的な視野に立って、総合

環境アセスメントのあり方に関わる基本的な考え方を示すものであり、その

制度化は、この基本構想に基づき、実施可能性の高いものから具現化するこ

とで進めることとする。 

○対象として考えられる計画等は、政策、個別事業の上位計画、個別事業の基

本構想・基本計画などが考えられ、これらは、非常に広範であり、その内容

や策定手続が多岐に渡っている。また、政策は、その内容において抽象度が

高く、かつ多様であるとともに、それぞれの政策毎に固有の意思決定プロセ

スを持っており、共通する原則を導き出し、体系的な手続を設けることはな

じみにくいと考えられる。 
○したがって、本基本構想については、広島市域を対象範囲として策定される

計画等のうち、環境に影響を及ぼすおそれが大きいものについて、意思形成

のより上位（またはより早期）段階を視野に入れ策定するものとする。 
○計画等への環境アセスメント制度は、国内ではまだ実例が少ないため、的確

な制度運用の実績を積み重ねていく必要がある。 
○今後、当面の制度化にあたっては、市が策定する計画等のうち、個別事業の

基本構想・基本計画を適用範囲とし、運用実績の積み重ねを通じて、制度の

一層の改善を図り、実施可能性が出てきたものについては対象に含めること

とする。 

６ 第５節 対象計画等の考え方 
○この基本構想の策定が、国等の動向により仕方なく制度を検討する

のか、自ら先頭を切って一歩進んだ制度を目指すのかにより、対象

とする計画等の範囲も変わってくるのではないか。（フンク） 
○制度の対象については、政策・計画の区分に係わりなく、可能なも

のについては遡って適用すべきである。（宮田） 
○民間事業者が策定する計画等については、対象とするのは難しいの

ではないか。（中島） 
○民間事業を対象から外すと制度を実施する意義が失われる。民間事

業者が策定する計画等も対象とする方法はあると考えている。 
（安藤） 
○本当に、戦略的環境アセスメントを目指すのであれば、「広島市が

実施しようとする個別事業の計画等から始めるのが考えやすいた

め、まずこれから始める」などと記述すべきではないか。（於保） 
●企業あるいは個人による開発へのＳＥＡが大きな問題である。前回

でも、これが困難であるという意見と、これをやらずして、何のＳ

ＥＡかという意見もあった。 
  現在、廿日市市でも個人による大規模開発をめぐって、難しい問

題が起きている。（関） 
 
●「戦略的環境アセスメントは、本来、政策や個別事業の上位計画を

も対象とするものであるが、…」は間違いです。正しくは「戦略的

環境アセスメントは、本来、政策や個別事業の上位計画を対象とす

るものであるが、…」となります。「も」が入ると、あたかも個別

事業が含まれるように、戦略的環境アセスメントの定義を曲げてし

まいます。この後で述べられるような個別事業を対象とするための

レトリックが用意されていると疑われてしまいます。（中島） 
 

 
○ご指摘のとおり訂正する。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
 
 
●「したがって、当面の制度化にあたっては、広島市が実施する個別

事業の計画等の立案段階に適用し、その後、徐々に適用範囲を拡大

することが現実的である。」 
この「適用範囲」の方針に賛成できません。理由は以下の通りで

す。（中島） 
・戦略環境アセスメントは、政策・計画・プログラムなどの上位計

画を対象とするものであり、個別事業は含まれていません。SEA
の看板のもとで SEAの定義に含まれない個別事業を対象にする
ことは自己矛盾です。 
・そもそも SEAが実施されるようになったのは、第 2節の背景に
述べてあるとおり、個別事業のアセスでは評価できない累積的や

複合的影響を評価するためです。それら SEAの効果を狙いなが
ら（第 2節 背景）、「個別事業の立案段階」を対象とするのは根
本的な矛盾です。 
・たとえ「個別事業の立案段階」であっても、個別事業を対象とす

る限り、累積的複合的環境影響を評価する SEAの目的が達成で
きないことは明らかです。 
・新制度においてゼロ代替案・複数代替案や市民参加をうたっても、

上位計画を対象とせず個別事業を対象とする限り、SEA の精神
および概念とは根本的に矛盾します。本来、ゼロ代替案・複数代

替案・市民参加は個別事業のアセスであっても含まれるべきもの

です。 
・たとえ個別事業の「立案段階」から開始して「その後、徐々に適

用範囲を拡大」するとしても、SEA が対象とする上位計画に適
用する制度的な保障がありません。上位計画の適用に各部局は必

ず抵抗するでしょうから、各部局に配慮して骨抜きの総合アセス

を形だけ導入しようとしている、と疑われてもしかたないでしょ

う。 
・もし対象が「個別事業の立案段階」であれば、「早期のアセス」

を保障するべく、現行の環境アセスメント条例を改定すれば済む

ことです。 

 

○本市が目指しているものは、ＳＥＡあるいは計画段階における環境アセスメ

ントなど広範な概念を含むこととしています。 

○ご指摘いただいたとおり、ＳＥＡのすべての要素、①計画等のより早い段階

で、②ゼロ代替を含めた複数案について、③環境面と社会経済面とを統合し

た予測・評価や④累積的・複合的な環境影響の予測・評価を行い、⑤その意

思形成過程における実効性のある市民参加を含んだ制度とするのが、最善と

考えますが、当面、実現性の高い事業アセスからのアプローチにより、実績

を重ね、徐々に適用範囲を拡大し、本来のＳＥＡにもっていくという考えで

す。 

○制度的な保障については、 

 第５節 対象計画等の考え方で整理します。（広島市総合環境アセスメント

においては、まず、市の計画のうち、個別事業の基本構想・基本計画を適用

対象とし、適用範囲は事例を積み重ねながら拡大していくこととする。） 

○条例化については、環境面と社会経済面との統合した予測評価や累積的・複

合的予測評価の知見の集積、関係法令との整合等社会的熟度を勘案しなが

ら、将来の検討課題と考えています。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
 ・SEA の概念と定義は国際的に認知されていますから、勝手に広
島式に変えることはできません。 

 
●私の提案：適用範囲は「個別事業の計画等の立案段階」ではなく、

SEA の定義に含まれる政策・計画・プログラムとするか、少なく
とも上位計画を適用範囲にするべきであると考えます。そして個別

事業については現行のアセス条例で早期に行なうことにする。（中

島） 
 
●ここでは「広島市が実施する個別事業…」とあるように広島市の事

業を対象にする、と述べられていますので、私企業の事業は対象外

であると理解します。しかし、私企業の事業も対象にするべきとの

意見がありますので、もし私企業のそれを対象とする現実的な方法

が提案されれば、企業活動への SEAの適用も検討してよいと思い
ます。（中島） 

 
●民間事業を除外したら、意義が半減する。「基本条例」、「基本計画」、

「配慮指針」を活用しつつ、民間事業を対象事業として組み入れる

必要がある。（安藤） 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 7節 手続きのあり方 

○総合環境アセスメントの評価結果を計画等の策定プロセスにフィ

ードバックするための仕組みが必要である。（安藤） 
 
●本制度に基づくアセスメントは、現行のアセスメントに先立って行

われることになる、とあるが、現行のアセスメントの結果、先に行

われたアセスメントに立ち戻ることが必要だと判断された時、元に

戻って考えるルートを明確にしておくことが大切だと思う。（宮田） 
 
●４ 市民関与 および ５ 公聴会 
「市民関与」よりも積極的な意味を込めて「市民参加」の言葉を使

いたい。単なる「意見聴取」ではなく、「市民の意見を反映するた

めの双方向の対話」を目指したい。（中島） 
 
●「対話型」の公聴会制度は望ましいことであるが、このことを実現

するための工夫を考える必要がある。（於保） 

 
○計画策定者、市民、環境部局との健全な情報交流が確保されることにより、

フィードバックシステムは必然的に機能すると考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

○ご指摘の趣旨を踏まえて、内容を検討する。 
 
 
 
 

８ 
 
第８節 調査、予想及び評価のあり方 
○複数の事業の累積的・複合的な影響の評価を行うためには、その予

測手法を構築する必要がある。（吉國） 
 
○複数の事業が同時並行的に行われる場合、誰が、どのような権限で

制限していくのか決める必要がある。（吉國） 
 
○累積的（広域的）な影響評価を行う必要があり、そのような観点か

ら、制度のあり方を検討すべきである。（安藤） 
 
●計画等策定者が民間の場合、“複数案の比較検討”は実際問題とし

て困難なことが多いと思われる。こんな場合、どう扱えばよいのか。

（宮田） 
 

 
○累積的・複合的影響の予測評価（第８節 ３）に示してあるとおり、具体的

な手法については検討・整理することにしている。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
その他 
 
○県道江府三次線の事例を資料に加えてもらいたい。（関） 

 
 
○地域高規格道路江府三次道路（高尾～三坂）については、別添資料のとおり

であり、ご指摘のとおり、計画段階にあっては、複数のルートが検討され、

専門家の意見を聴いて、ルート決定がされたものである。しかしながら、そ

の検討内容については、情報公開されていない。 
 

 
○現行の事業アセスメント制度との関係について整理するべきであ

る。（宮田） 
 

 
○今後の課題（第９節 ３）に示してあるとおり、検討・整理することにして

いる。 

 
 
○庁内の事業部局の意見の資料を追加してもらいたい。（今岡） 
 
 

 

○事業部局の意見については、現在、取りまとめているので、まとまり次第、

審査会の資料とする。 

９ 

 
●実行に移すためには次の事柄について配慮しなければならないと

考える。（於保） 
・長期的な展望を考える場合、広島市として、市の生活環境等をど

のように発展維持しようとするかの基本的考え方、計画の骨子が

是非必要である。広島市と民間との動きに齟齬ができることが十

分に考えられる。 

・当面は広島市が実施しようとする個別事業から行わざるを得ない

と思うが、その際、「計画策定部局との調整」（Ｐ．２４）が行わ

れることになるが、この会議では各局長を委員として、その下に

幹事会や分科会が置かれ、大きくなりすぎて動きが悪い会議とな

る可能性が大である。この会議をリードしていくようなフットワ

ークの良い部局ないし専門家集団（少人数の市の職員で構成）が

必要ではないだろうか。 
   

 

 

 

○本市では、「広島市環境の保全及び創造に関する基本条例」（平成 11年 3月）
を制定し、この条例に基づき「広島市環境基本計画」（平成 13年 10月）を
策定し、これらに基づいて、総合的・計画的に環境施策を進めている。 
 

○今後、制度を具体化していく際には、計画策定部局の実務者とのワーキング

グループでの検討は不可欠と考えている。 
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 意見の概要 対   応   方   針   案 
 
●「骨子」等で使用されている「計画」という言葉について、使われ

ている場所によって「地域計画」のような上位の広範囲な計画を意

味している場合と「事業計画」という個別の計画を意味している場

合があるように思い。少しわかりにくい部分を感じます。（矢野） 
 

 

○今後、「計画」等の用語については、精査し明確に使い分けするなど分かり

やすいものにする。 

 

 

 

 

 

 
●第 6節以下の項目について、上記の考え方に依存しており、上記１
～６に関する審査会の意見が固まった段階で、改めて意見を述べ

る。（安藤） 
 

 

 


